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No 現在の指定状況 見直しの方針

１

第一種中高層住居専用地域
第二種中高層住居専用地域
第一種住居地域
準住居地域
（コザ運動公園）

• コザ運動公園と沖縄少年院跡地は都市マスにて、「沖縄
アリーナとの連携により地域振興に寄与する土地利用を
促進」と示されており、一体のエリアとして見直しの検
討を行うべきであるが、本地区は都市公園に指定されて
いるため切り分けて検討。

• コザ運動公園では、アーバンスポーツ関連の施設整備
（競技スペース、物販店舗など）や、既設の運動施設の
更新等が想定されることから、これらの施設立地が可能
な用途地域等の緩和が必要。

２
第一種中高層住居専用地域、
準住居地域（沿道部）
（少年院跡地）

• 都市マスでは、沖縄アリーナとの連携した土地利用の促
進が示されているほか、企業誘致方針では、観光や情報
通信産業の誘致が検討されており、現行の土地利用規制
で建設できない建物についての規制緩和を検討。

３ 第一種中高層住居専用地域

• 既に住宅地が形成されており、今後も現在の居住環境を
保全していくことが重要。

• 関連計画である「中心市街地活性化基本計画」において
も事業区域外であり、積極的な整備は予定されていない。

•

•
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No 都市計画の観点からの見直しの視点 見直し手法 評価 判定 判定理由

１

• 対象地区は都市公園区域内となっており、都市公園
法に定める「公園施設」以外の用途については、同
法により建設が規制。

• 運動公園でありながら、現在の用途地域では新たな
運動施設や既設の更新等が困難（既設の運動施設等
は建築基準法48条ただし書き許可により建設）

• 観覧場等の面積の合計が10,000㎡を超えており、不
適格状態。

• 地区計画は地区・街区単位できめ細かい市街地像を
実現するための手法であるため、都市公園であるコ
ザ運動公園においてはそぐわない

• 以上より、土地利用規制の緩和手法として、以下の
手法の比較・検討を行いました。
①用途地域の変更（住居系）
②用途地域の廃止
③特別用途地区による用途の緩和
④用途地域の変更（商業系）と特別用途地区（用途
規制）

①用途地域の変更
（第一種住居地域、第二種
住居地域、準住居地域）

• 住居系用途地域であるため周辺の用途地域との調和が保てる
• いずれの用途地域も観覧場等面積の不適格解消が図れない
• 一定規模以上の運動施設及び便益施設等の建設を許容できな
い

△
• 都市公園法により、公園
施設以外の施設の立地は
規制されているため、用
途地域の変更による規制
緩和の必要性は低い

• 周辺環境との調和を踏ま
えて、現行の第一種中高
層住居専用地域のまま、
「特別用途地区」の指定
により、上位関連計画等
に位置付けられる特定の
用途の規制を緩和するこ
とが望ましい

②用途地域の廃止

• 用途地域の見直しにより、一定の運動施設や便益施設等の建
設が可能となる

• 観覧場等面積の不適格解消が図れない
• 周辺が住居系用途地域であり、隣接する用途地域と土地利用
の極端な差異が生じる恐れがある

△

③特別用途地区（緩和型）
※用途地域の変更無

• 特別用途地区の指定により、特定の運動施設及び便益施設等
の建設が可能となる

• 住居系用途地域が残るため、一定程度周辺の用途地域と調和
が保てる

◎

④特別用途地区（規制型）
＋用途地域の変更（近隣商
業地域）

• 用途地域の見直しにより、運動施設や便益施設等の建設が可
能となる

• 周辺が住居系用途地域であり、隣接する用途地域と土地利用
の極端な差異が生じる恐れがある

○

２

• 一団の未利用地となっており、周辺環境への配慮と
有効的な利活用の両面から判断する必要。

• コザ運動公園地区や周辺地区とのバランスに配慮す
る必要。

• 対象地区は、第一種中高層住居専用地域に指定され
ており、誘致が想定される宿泊施設を代表とする観
光関連産業や情報通信関連施設（以降、右表におい
て「宿泊施設等」）の建設は許可されないため、こ
れらの施設が立地可能な見直し手法について、比
較・検討を行いました。
①用途地域の変更（住居系）
②用途地域の変更（商業系）
③特別用途地区（用途の緩和）
④用途地域の変更（商業系）と特別用途地区（用途
規制）
⑤地区計画（用途の緩和）

①用途地域の変更
（第一種住居地域、第二種
住居地域、準住居地域）

• 用途地域の見直しにより、宿泊施設等の建設が可能となる
• 住居系用途地域であるため周辺の用途地域との調和が保てる
• 第一種住居地域、第二種住居地域は床面積の制限あり

◎
• 企業誘致手法によっては、
事業者や地権者の意向を
踏まえる必要があるため、
特別用途地区や地区計画
による個別の規制緩和は
適さない

• 上位関連計画等の位置づ
けや、検討内容を踏まえ
ると、製造業や運輸業倉
庫等の立地は想定されて
いないため、宿泊施設等
の立地が可能な「準住居
地域」への変更を検討す
る

• なお、沿道部については
準住居地域に指定されて
いるため変更は行わない

②用途地域の変更
（近隣商業地域）

• 用途地域の見直しにより、宿泊施設等の建設が可能となる
• 周辺が住居系用途地域であり、隣接する用途地域と土地利用
の極端な差異が生じる恐れがある

△

③特別用途地区（緩和型）
※用途地域の変更無

• 特別用途地区の指定により、宿泊施設等の建設が可能となる
• 住居系用途地域が残るため、一定程度周辺の用途地域と調和
が保てる

• 対象地区の整備方針等に鑑み、緩和する用途の合理性を整理
する必要がある

○

④特別用途地区（規制型）
＋用途地域の変更（近隣商
業地域）

• 用途地域の見直しにより、宿泊施設等の建設が可能となる
• 周辺が住居系用途地域であり、規制内容によっては隣接する
用途地域と土地利用の極端な差異が生じる恐れがある

△

⑤地区計画（緩和型）
※用途地域の変更無

• 地区計画の指定により、特定の宿泊施設等の建設が可能とな
る

• 住居系用途地域であるため周辺の用途地域と調和が保てる
• 街区単位でのまちづくりの方針を定める必要がある

△

３ • 住宅地が形成されており、現在の居住環境を維持し
ていくため、用途地域の見直し等は行いません。 変更なし － － －
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No 現在の指定状況 見直し後 建設可能になる用途

１ 第一種中高層住居専用地域、他
特別用途地区（（仮称）観光・スポーツ・レクリエーション地区）
※用途地域は変更せず補完するかたちで特定の用途の利便の増進等
を図るため、用途規制の緩和を行います。

下表参照

２ 第一種中高層住居専用地域 準住居地域 P-6参照

１

２ ３
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No 現在の指定状況 見直しの方針

１ 第一種低層住居専用地域
第一種住居地域（沿道部）

• 都市マスでは沿道・地域サービス地区に位置付け。
• ゴルフ場跡地周辺は既に住宅地が形成されており、企業誘
致方針においても情報通信業の誘致を想定しているため、
情報通信業の事業所やデータセンター等の業務施設の立地
を想定して用途地域の見直しを検討。

２ 第一種低層住居専用地域
第一種中高層住居専用地域

• 都市マスでは知花ゴルフ場地区と合わせたエリアが沿道・
地域サービス地区に位置付けられており、知花ゴルフ場地
区と一体的な用途地域の見直しを検討。

３

第一種住居地域
第二種住居地域
準住居地域
近隣商業地域

• 沿道・地域サービス地区として、既に沿道型の土地利用が
なされており、今後も現在の土地利用状況を維持していく
ことが重要なため、用途地域の見直しは行わない。

4 用途地域未指定区域 • 国道329号沿道に商業施設、その背後地に住宅等が立地し
ており、用途地域の指定を検討。

•

•

•

３

３
３
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No 都市計画の観点からの見直しの視点 見直し手法 評価 判定 判定理由

１

• 都市マスでは沿道・地域サービス地区に位置づけら
れており、現用途地域の緩和を検討。

• 対象地区は、第一種低層住居専用地域に指定されて
おり、企業誘致方針において誘致が想定される情報
通信関連産業の事業所やデータセンター等（以降、
右表において「業務施設等」）の業務施設の建設は
許容されないため、以下の見直し手法を比較・検討。
①用途地域の変更（住居系）
②用途地域の変更（工業系）
③特別用途地区による用途の緩和
④用途地域を変更したうえでの特別用途地区による
用途の規制
⑤地区計画による用途の緩和

①用途地域の変更
（第一種住居地域、第二種
住居地域、準住居地域）

• 用途地域の見直しにより、一定の業務施設等の建設が可能
• 住居系用途地域であるため、周辺の用途地域との調和が保て
る

• 企業誘致に際しては床面積等の制限がデメリットとなる恐れ
がある

◎

• 都市マスの位置づけを踏
まえ、一定程度の業務施
設等の立地が可能であり、
現在戸建住宅が主に立地
していることから、「第
一種住居地域」への変更
を検討

②用途地域の変更
（準工業地域）

• 用途地域の見直しにより、業務施設等の建設が可能となる
• 周辺が住居系用途地域であり、隣接する用途地域と土地利用
の極端な差異が生じる恐れがある

△

③特別用途地区（緩和型）
※用途地域の変更無

• 住居系用途地域が残るため、一定程度周辺の用途地域との調
和が保てる

• 居住環境に影響を及ぼす施設の立地を規制できる
• 対象地区の整備方針等に鑑みて、緩和する用途の合理性を整
理する必要がある

○

④特別用途地区（規制型）
＋用途地域の変更（準工業
地域）

• 用途地域の見直しにより、業務施設等の建設が可能となる
• 居住環境に影響を及ぼす施設の立地を規制できる
• 周辺が住居系用途地域であり、隣接する用途地域と土地利用
の極端な差異が生じる恐れがある

△

⑤地区計画（緩和型）
※用途地域の変更無

• 地区計画の指定により、特定の業務施設等の建設が可能とな
る

• 既に住宅等が立地しており、土地所有者による合意形成が必
要となる

△

２

• 対象地区は、戸建て住宅や医療・福祉施設が立地し
た良好な居住地が形成されている

• また、企業誘致による住宅ニーズの高まりや商業施
設、飲食店等の立地も想定されるため、これらの施
設立地が可能な用途地域への用途見直しを検討

• 一方、都市マスでは地域拠点として沿道・地域サー
ビス地区に位置づけられており、以下の見直し手法
を比較・検討。
①用途地域の変更（一中高、二中高への緩和）
②用途地域の変更（一種住居、二種住居への緩和）

①用途地域の変更
（第一種中高層住居専用地
域、第二種中高層住居専用
地域）

• 用途地域の見直しにより、高層の集合住宅等の建設が可能と
なる

• 住居系用途地域であるため周辺の用途地域との調和が保てる
• 緩和用途が限定的で、沿道・地域サービス地区としての土地
利用に制限がかかる

〇 • 都市マスの位置づけを踏
まえ、現在の居住環境に
も配慮しつつ、一定程度
の商業施設や飲食店等の
立地が可能な「第一種住
居地域」への変更を検討

②用途地域の変更
（第一種住居地域、第二種
住居地域、準住居地域）

• 用途地域の見直しにより、一定の商業施設や飲食店等の建設
が可能となる

• 住居系用途地域であるため、一定程度周辺の用途地域との調
和が保てる

◎

３ • 沿道サービス地区として、商業系の土地利用が行わ
れているため、用途地域の見直し等は行わない 変更なし － －

４

• 現状は用途地域の指定がないものの、用途地域に隣
接しており、用途地域から連担する形で住居系、沿
道系施設が立地しており、以下の見直し手法を比
較・検討。
①用途地域の変更（一種住居、準住居地域）
②現行のまま（用途地域の指定なし）

①用途地域の指定
（第一種住居地域、準住居
地域）

• 用途地域の指定により、建築可能な用途が制限され、土地利
用コントロールが可能になる

• 農業振興地域に指定されており、農業振興地域の除外が必要
となる

◎

• 用途地域未指定区域のた
め、土地利用規制が緩く
意図しない建物の立地も
想定されるため用途地域
の指定を検討

• 国道329沿道は、「準住居
地域」、地区東部は「第
一種住居地域」の指定を
検討

②変更なし • 土地利用規制が緩いため、周辺環境へ影響を及ぼす可能性の
ある建物の立地も想定される ○
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No 現在の指定状況 見直し後 建設可能になる用途
１
２

第一種低層住居専用地域
第一種中高層住居専用地域 第一種住居地域

P-10参照
４ 用途地域未指定区域 第一種住居地域

準住居地域

１

２

３

４

３

３

３
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No 現在の指定状況 見直しの方針

１ 準工業地域
• 工業施設が立地しているものの、近年は宅地開発が進行し
住工混在が進行しており、居住環境を守るため、住居系用
途地域への見直しも検討

２ 準工業地域 • 主に工業系、商業系施設が立地しており、企業誘致候補地
としても選定されていることから工業地域への変更も検討

３ 準工業地域
• 工業施設が立地しているものの、近年は宅地開発が進行し
住工混在が進行しており、居住環境を守るため、住居系用
途地域への見直しも検討

４ 準工業地域
• 周辺の用途地域と同様に沖縄環状線沿道については沿道型
の土地利用を進めることが望ましいため、沿道サービス型
の用途地域への変更も検討

５ 第一種中高層住居専用地域
第二種住居地域

• 住宅地が形成されているものの、区域内で（仮称）池武当
IC整備が計画されており、企業誘致の可能性もあるため、
準工業地域への変更も検討

•

•
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No 都市計画の観点からの見直しの視点 見直し手法 評価 判定 判定理由

１

• 企業誘致可能性のある開発余地が少ないが、池武当
ICの整備により流通系施設が立地する可能性

• 一方、近年住居系の開発行為が発生していることや
隣接する第一種中高層住居専用地域と用途規制格差
が大きいことを踏まえ、居住地として住環境の維持
を図るため、以下の見直し手法を比較・検討
①用途地域の変更（住居系）
②変更なし（準工業地域を維持）

①用途地域の変更
（住居系用途地域）

• 工業系施設の立地が抑制され、住宅と工場等の
混在が抑制

• 誘致を想定する施設立地ができない可能性があ
る

〇
• 池武当ICへの近接性も高く、企業誘
致候補地として一定の開発余地も存
在することから、現行の「準工業地
域」の維持を検討

②変更なし（準工業地域） • 誘致を想定する施設の立地は一定程度可能
• 住宅と工業の混在化の解消が図れない ◎

２

• 県道74号沿線に商業施設や業務施設、工業系施設を
中心に立地しており、企業誘致可能性のある開発余
地も存在するため、企業誘致候補地として、現行の
準工業地域の維持を検討

• また、企業誘致方針では、自動車関連産業や６次産
業、食品産業、物流業が想定されているため、以下
の見直し手法を比較・検討
①用途地域の変更（工業地域）
②変更なし（準工業地域を維持）

①用途地域の変更
（工業地域）

• 工業系用途の緩和により、現行の規制で建設で
きない工場等の建設が可能となる

• 周辺に住宅等が立地しており、居住環境への影
響を及ぼす工場等の立地の可能性がある

〇 • 県道74号沿線に商業施設や業務施設
等が立地しており、工業系用途の緩
和により環境への影響が懸念される。
そのため、現行の「準工業地域」の
維持を検討

②変更なし（準工業地域）
• 誘致を想定する施設の立地は一定程度可能
• 工場の種類によっては一部規制される可能性が
ある

◎

３

• 小規模ではあるものの開発余地のある空地等も存在
するため、池武当ICの整備により流通系施設や工業
系施設が立地する可能性

• 一方で、隣接する住居系用途地域から連担する形で
一部住宅地が形成されており、住宅・工業系施設の
混在が進行し住環境へのおそれもあるため、以下の
見直し手法を比較・検討
①用途地域の変更（住居系）
②変更なし（準工業地域を維持）

①用途地域の変更
（住居系用途地域）

• 工業系施設の立地が抑制され、住宅と工場等の
混在が抑制できる

• 誘致を想定する施設立地ができない可能性があ
る

〇
• 既に住宅地が形成されており、その
中に工業施設が立地する住工混在の
土地利用となっている。

• 大規模な企業が立地可能な空地等は
存在しないものの、上位計画におい
ても工業・流通業務地区と示されて
いることから、現行の「準工業地
域」の維持を検討

②変更なし（準工業地域） • 誘致を想定する施設の立地は一定程度可能
• 住宅と工業の混在化の解消が図れない ◎

４

• 沖縄環状線沿道エリアでは、工場のほか集合住宅や
商業施設等が立地

• 沖縄環状線は池武当ICの整備により沿道サービス施
設の立地が進む可能性があるため、以下の見直し手
法を比較・検討
①用途地域の変更（準住居地域）
②変更なし（準工業地域を維持）

①用途地域の変更
（準住居地域）

• 背後地の住居系用途地域との調和が図れる
• 工場等、不適格建築物の発生が予想される ◎

• 沖縄環状線沿道地区であり、工場の
立地がみられるものの、商業・業務
系施設の立地もみられる。

• 周辺の用途地域と同様に沖縄環状線
沿道については沿道型の土地利用を
進めることが望ましいため、「準住
居地域」への変更を検討

②変更なし（準工業地域）
• 誘致を想定する施設の立地は一定程度可能
• 背後地が第一種低層住居専用地域があり、土地
利用に格差が生じている。

〇

５

• 住宅地が形成されているものの、地区の一部が池武
当ICの整備区域に含まれており、企業誘致に合わせ
て流通系施設の立地も想定されるため、以下の見直
し手法を比較・検討
①用途地域の変更（準工業地域）
②変更なし（第一種中高層住居専用地域、第二種
住居地域）

①用途地域の変更
（準工業地域）

• 誘致を想定する施設の立地は一定程度可能
• 工業系が許容されることへの住環境のおそれが
ある

• 都市マスとの整合性が図れる

◎ • 住宅地が形成されているものの、区
域内で（仮称）池武当IC整備が計画
されており、企業誘致の可能性もあ
るため、「準工業地域」への変更を
検討

②変更なし
（第一種中高層住居専用地
域、第二種住居地域）

• 現在の居住環境が維持される
• 誘致を想定する施設の立地は制限される ○
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No 現在の指定状況 見直し後 建設が【規制】される用途

４ 準工業地域 準住居地域 P-14参照

No 現在の指定状況 見直し後 建設が【可能】になる用途

５ 第二種住居地域
第一種中高層住居専用地域 準工業地域 P-14参照

１

２

３

４

５
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No 現在の指定状況 見直しの方針

１ 用途地域未指定区域

• 近隣の用途地域からの滲みだしで住居系を中心に開発行為
が進行しており、用途地域の指定による市街地の形成を検
討

• 一方、上位・関連計画では「無秩序な市街化を抑制し、優
良農地の保全と活用を進める」区域と示されており、特定
用途制限地域の指定による規制誘導を検討

２ 用途地域未指定区域 • 一部農振白地地域もあるため工場等の立地は可能であるが、
住宅等の開発圧力の高まりや意図しない建築物の立地によ
り、住宅と工場が混在した土地利用が進行する可能性が高
いため、用途地域の指定または特定用途制限地域による建
築物の規制により、企業誘致に向けた土地利用を検討

３ 用途地域未指定区域

４ 用途地域未指定区域

５ 第一種中高層住居専用地域
第一種住居地域

• 中城港湾新港地区との近接性を踏まえ、企業誘致候補地と
して工業系用途地域への用途見直しも検討

•

•

•
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No 都市計画の観点からの見直しの視点 見直し手法 評価 判定 判定理由

１

• 近隣の用途地域からの滲みだしで住居系を中心に開
発行為が進行

• 一方、上位・関連計画では「無秩序な市街化を抑制
し、優良農地の保全と活用を進める」区域と示され
ており、以下の見直し手法を比較・検討
①用途地域の指定（住居系）
②特定用途制限地域の指定（居住型）

①用途地域の指定
（第一種住居地域）

• 用途地域指定により、居住環境に影響を及ぼす建築物
の立地を抑制

• 住居系用途地域であるため周辺の用途地域との調和が
図れる

• 自動車修理工場等、不適格建築物の発生が予想される

○
• 農業振興地域であることから、農業
振興地域の除外以降に用途地域の指
定となるが、特定用途制限地域の指
定においては重複して指定が出来る。

• 制限する建築物の用途を個別に定め
ることが出来るため、不適格建築物
の発生を抑制できることなどから
「特定用途制限地域」の指定による
土地利用規制を検討（第一種住居地
域相当の規制を想定）

②特定用途制限地域の指
定（住環境保全型）

• 特定用途制限地域の指定により、居住環境に影響を及
ぼす建築物の立地を抑制できる

• 住居系の特定用途制限地域の指定であるため周辺の用
途地域との調和が図れる

◎

２

• 一団のまとまった土地が存在することから産業用地
としての活用が考えられる。住宅等の開発圧力の高
まりにより、住工混在の土地利用が進行する可能性
が高いため、以下の見直し手法を比較・検討
①用途地域の指定（工業系）
②特定用途制限地域の指定（産業型） ①用途地域の指定

（工業系用途地域）

②特定用途制限地域の指
定（産業誘致型）

• 用途地域の指定により、計画的な土地利用誘導が可能
• 上位・関連計画との整合性に一部齟齬が生じる

• 特定用途制限地域の指定により、住宅等の混在を抑制
できる

• 制限する建築物の用途を個別に定めることが出来るた
め、合理的な土地利用が行える。

〇

◎

• 農業振興地域であることから、農業
振興地域の除外以降に用途地域の指
定となるが、特定用途制限地域の指
定においては重複して指定が出来る。

• 制限する建築物の用途を個別に定め
ることが出来るため、不適格建築物
の発生を抑制できる

• 今後、企業誘致方針の方向性に応じ
て柔軟に対応できることなどから、
「特定用途用途制限地域の指定」
（工業地域相当の規制を想定）

３

• 住居系を中心に開発行為が進行しているが、一団の
まとまった土地が存在することから産業用地として
の活用が考えられる

• 上位・関連計画では「無秩序な市街化を抑制し、優
良農地の保全と活用を進める」区域と示されている
が、一団のまとまった土地が存在することから産業
用地としての活用が考えられる。
①用途地域の指定（工業系）
②特定用途制限地域の指定（産業型）

４

• 一団のまとまった土地が存在することから産業用地
としての活用が考えられる。住宅等の開発圧力の高
まりにより、住工混在の土地利用が進行する可能性
が高いため、以下の見直し手法を比較・検討
①用途地域の指定（工業系）
②特定用途制限地域の指定（産業型）

５

• 中城港湾新港地区に近接していることを踏まえ、企
業誘致候補地として工業系用途地域への用途見直し
も想定されるが、一方で既に住宅地が形成されてい
る現状がある。
①用途地域の変更（工業系用途地域）
②現行のまま
（第一種中高層住居専用地域、第一種住居地域）

①用途地域の変更
（工業系用途地域）

• 用途地域の見直しにより、流通業務系施設等の立地が
可能

• 既存の住宅地への影響が大きい
○

• 中城港湾新港地区との近接性を踏ま
え、企業誘致候補地として工業系用
途地域への用途見直しも想定される
が、既に住宅地が形成されているこ
とから、現行の「第一種中高層住居
専用地域」、「第一種住居地域」を
維持

②現行のまま
（第一種中高層住居専用
地域、第一種住居地域）

• 現在の居住環境を維持可能
• 工業系施設の立地が制限される

◎
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No 現在の指定状況 見直し後 建設が規制される用途

１ 用途地域未指定区域 特定用途制限地域
（（仮称）居住環境保全地区）

※第一種住居地域相当の用途規制を想定。詳細な規制用途については、地域の課題等を踏まえ検討していきます。
P-18を参照

２～４ 用途地域未指定区域 特定用途制限地域
（（仮称）産業誘致地区）

※工業系用途地域を想定。詳細な規制用途については、地域の課題等を踏まえ検討していきます。
P-18を参照

１ ２

３

４
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地区
令和７年度 令和８年度 令和９年度

10 3 4                                                                10                                                          3 4                                          10 

①

コザ運動公園地区

沖縄少年院跡地地区

② 知花ゴルフ場跡地周辺地区

③ 池武当ＩＣ周辺地区

④ 古謝・大里・桃原地区
（用途地域未指定区域）


